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女性に対する暴力(ジェンダーベイスト・バイオレンス)

★女性に対する暴力とは、公的または私的領域のいずれ
かを問わず、女性に対する身体的・性的・心理的危害ま
たは苦痛が結果的に生ずる性に基づくあらゆる暴力行為
をさす。また、そのような行為を行うという脅迫・強制・自
由の恣意的はく奪を含む。

第四回国連世界女性会議(北京)行動綱領の定義



ジェンダー犯罪
【ジェンダーベイスト・バイオレンス】とはジェンダーに基づく暴力のすべてをあらわす
表現である。

★ジェンダーとは、生物学的性別や性差を意味するセックスsexに対して，「社会
的、文化的な性差」と一般に訳される。先天的なものではなく、文化的に身につけ
た、あるいはつくられた性差の概念をさす。

★ジェンダーベイスト・バイオレンスは、男性と女性との間にある不対等な力関係、
性差別の構造から不断にうみだされる暴力犯罪であり、性差別の存在するところで
は、いつでも、だれでも、どこにでも起こりうる暴力犯罪である。したがって、ＤＶ・性
暴力は特別なカップルにおこる特別な暴力犯罪ではない。



日本女性の人権状況

• ジェンダーギャップ指数116位の日本女性

• 家父長制をベースとした税制・社会保障制度

• なぜ、ここまで、ギャップが広がるのか

劣位の原因は、労働格差と政治格差

• ジェンダー犯罪としての暴力被害

女性の人権状況を最も尖鋭に表現する暴力被害の実態





日本の女性支援

民間支援団体の活動
ジェンダーベイストバイオレンスの根絶
フェミニズムの核心

★支援理念の転換
エンパワーメント・当事者主義

★地域社会の支援力を底上げ
★法律の制定、運用の改善、支援の枠組みを変換



日本の女性支援

公的支援制度の劣化と限界



日本の女性支援制度
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婦人保護事業の見直し
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売春防止法を廃案に⇒新たな女性支援の枠組みを

★支援理念の変換

「保護・救済・指導・更生」から「人権の確立・回復支援・ジェン
ダー平等」へ。

★措置から申請へ

回復支援を必要とするすべての当事者が権利行使できる申請・利
用手続きを。

★支援三機関構造の転換

民間支援団体を対等な支援機関に位置付け、運営費の公的財源支
出を。



成立した女性支援法の課題

• 売春防止法の一部存続

新法の目的と矛盾

• 三機関制度の温存拡充

専門的・包括的・総合的支援の中核機関となりうるか

民間支援団体等との対等な連携協力をどう実現するか

• 措置制度の継続

他の福祉制度は申請主義をとっている。

措置制度を残して、多様な困難を抱える女性たちの回復支援をどう支えるのか。

措置制度は当事者の権利行使を阻害する。

• 民間支援団体の位置づけ

第四の支援機関として限定的に位置づけられた。三機関の下請け構造は変わらない。



新法を現場で活かすための展望

【ナショナルスタンダードとしての基本方針】
いつでも、だれでも、どこからでも
回復支援のナショナルミニマム
婦人保護要綱の撤廃と新たなガイドラインの策定
実態として措置制度を無力化する

【アクションプランとしての「基本計画」】
自治体の基本計画が直接支援のかなめ
支援調整会議の参加
指定都市による女性相談支援センターの設置
民間支援団体への委託等




